　　売買契約　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税理士　　田添　正寿
1. はじめに
　　①　売買契約の原則は、「売買は、当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約し、相手方がこれに対してその代金を約することによって、その効力を生ずる」と規定しており、この条文について改正はない。
②　手付の倍額償還は、「償還して」という文言から「現実に提供して」とされたこと
から、口頭では要件を満たさないため、課税時期の判断が重要となる。
③　売主の義務につき、「売主は、買主に対し、登記、登録その他の売買の目的である権利の移転についての対抗要件を備えさせる義務を負う。」とされた。
④　売買の目的物が契約の趣旨に適合しない場合、「買主は売主に対し、債務不履行の一
般原則
に従い、その不履行による損害賠償請求権等を認めること」と明文化された。
⑤　上述④の損害賠償請求権等の請求期間は、消滅時効の一般原則
により、「買主がその不適合を知った時から、一年以内」とされた。
⑥　上述④の、買主が売主に対してする損害賠償請求権等につき、「隠れた瑕疵の存在」は不要とされた。
⑦　危険負担について、売主が目的物を買主に引き渡した時は、買主は、その時以後に生じた目的物の滅失又は損傷を理由とする契約解除等の権利を有しないものとし、「危険の移転の時期を目的物の引渡時」とされた。
2. 改正項目の概要
1 手付
（１）現行民法の論点
　　現行民法における手付の条文
においては、「買主が売主に手付を交付したときは、当事者の一方が契約の履行に着手するまでは、買主はその手付を放棄し、売主はその倍額を償還して、契約の解除をすることができる。」と規定されていた。
　　この条文において、以下の２点の論点があることから改正がなされている。
　ⅰ.　解除権の行使方法

　　 売主による手付倍戻しによる解除は、判例
において「倍額の償還とは、償還の提供で十分であり、交付者が受領することまでは必要でない」と判示されていたことから受領を要件とはされていなかった。しかしながら、その後の判例
において「口頭の提供では足りず、現実の提供を要する」と判示している。「償還して」という表現を「現実に提供して」に変更されることとなった。
　ⅱ.　履行の着手
　　履行の着手の意義につき、第一にどのような行為が履行の着手というかが問題である。判例
は、「債務の内容たる給付の実行に着手すること、すなわち、客観的に外部から認識しうるような形で履行行為の一部をなし又は履行の提供をするために欠くことのできない前提行為をした場合を指す」と判示している。
第二に履行の着手をした者から解除権を行使することができるかが問題である。判例
は、「履行の着手をした者に解除することを認めても相手方にはなんらの損害をも与えないし、履行に着手したからといって、これをもって、自己の解除権を放棄したものと擬制すべき法的根拠はない、として、履行の着手をした者からの解除権行使を認める」と判示している。

（２）改正の趣旨
この判決を条文に明確にするため、現行民法第557条1項「償還して」という表現を「現実に提供して」に変更し、また、第557条1項に但し書きを加え、「相手方が契約の履行に着手した後は、この限りではない」とされることとなった。
（３）改正民法案
　（手付）
第557条1項
　　　　　　買主が売主に手付を交付したときは、買主はその手付を放棄し、売主はその倍額を現実に提供して、契約の解除をすることができる。ただし、その相手方が契約の履行に着手した後は、この限りではない。
　　　　　　2項　第545条第4項の規定は、前項の場合には、適用しない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とされた。
② 売買契約の売主の義務
（１）現行民法の論点
売買契約の売主の義務につき、現行民法においては、以下を規定している。
ⅰ.　目的物給付義務

売主の目的物給付義務としては、目的物の財産権を買主に帰属せしめることはもちろんのこと、占有を移転し、また、対抗要件（登記・登録・通知等）を必要とする場合には、その対抗要件を具備せしめねばならない。
ⅱ.　他人の権利の売買における売主の義務

目的物の権利が他人に属し、売主の物でないときには、物権的にはなんの効力も生じないが、債権的関係としては、売主は第三者よりその権利を取得して買主に移転しなければならない債務を負担する
。
（２）改正の趣旨
上述（1）の売主の義務につき、現行民法においては解釈論で認められている。この点につき明文化したものが改正民法案である。
（３）改正民法案
（権利移転の対抗要件に係る売主の義務）
第560条　売主は、買主に対し、登記、登録その他の売買の目的である権利の移転についての対抗要件を備えさせる義務を負う。
また、現行民法第560条および第563条の条文を改正民法案においては、
（他人の権利の売買における売主の義務）
第561条　他人の権利（権利の一部が他人に属する場合におけるその権利の一部を含む。）を売買の目的としたときは、売主は、その権利を取得して買主に移転する義務を負う。　　　　とされた。
③　売主の追完義務・買主の代金減額請求権・買主の損害賠償請求及び解除権の行使・権利移転義務の不履行に関する売主の責任等
（１）現行民法の論点
　これは、売主の担保責任を規定した現行民法第560条から第572条における売主の担保責任を明確にし、かつ売主の義務並びに買主の権利を明文化したものである。
　売買において売主は、目的物である財産権（所有権等）を十全な状態で買主に移転することを、いわば保証（担保）しているとみることができる。目的物の十全さを担保する売主の責任という意味で、担保責任という表現が使われている。　
なお、十全でないということは、何らかの欠陥があるということであるが、その欠陥のことを瑕疵という。
　また、担保責任とは、売買の目的物が他人の物であったり、数が足りなかったり、隠れた瑕疵があったりした場合に売主が負担する責任である。いずれの場合も何らかの「債務の本旨
」に従った履行がなされなかった場合といえる。本来それは売主の債務不履行であろう
。
（２）改正の趣旨
　　　　　　売買における売主の担保責任に関する民法改正の趣旨は、
ⅰ.　数量の不足又は物の一部滅失の場合、又は目的物が契約の趣旨に適合しないものであるときには、その内容に応じて売主に対して完全履行請求権を有するようにすること。　
　ⅱ.  一定の期間内に、売主の履行の追完がない場合には代金の減額が認められるようにすること
　ⅲ.  売主は瑕疵のない目的物を引き渡す契約上の義務を負っているので、瑕疵のある目的物を引き渡すことは売主の債務不履行を構成することから、債務不履行の一般原則に従って、その不履行による損害賠償請求権及び解除権を認めること
ⅳ.　現行民法第570条において「売買の目的物に隠れた瑕疵があったときは、第566条（地上権等がある場合における売主の担保責任）の規定を準用する」と定めていたものを改正民法案においては、「隠れた瑕疵」を削除し、買主が売主に対して請求する権利行使においては「隠れた瑕疵」が不要であること。これは、「隠れた」とは、買主が善意無過失である場合に限られていたが、売主が引き渡した目的物が契約に適合しないにもかかわらず、買主に過失があったことによる救済を否定することは不合理であること
　　　　　　以上の点を踏まえ、買主の保護として条文化することとしたものである。
（３）改正民法案　　　　　　
（買主の追完請求権）
第562条　　引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであるときは、買主は、売主に対し、目的物の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、売主は、買主に不相当な負担を課するものでないときは、買主が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。
2　前項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは、買主は、同項の規定による履行の追完の請求をすることができない。
　（買主の代金減額請求権）　
第563条　前条第一項本文に規定する場合において、買主が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、買主は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。
　 2　前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、買主は、同項の催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。
　一　　履行の追完が不能であるとき。
　二　　売主が履行の追完を拒絶する意思を明確にしたとき。
　三　　契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、売主が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。
　四　  前三号に掲げる場合のほか、買主が前項の催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。
　　 3　第一項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは、買主は、前二項の規定による代金の減額の請求をすることができない。
（買主の損害賠償請求及び解除権の行使）
第564条　前二条の規定は、第415条の規定による損害賠償の請求並びに第
541条及び第542条の規定による解除権を妨げない。
（移転した権利が契約の内容に適合しない場合における売主の担保責任）
第565条 前三条の規定は、売主が買主に移転した権利が契約の内容に適合しないものである場合（権利の一部が他人に属する場合においてその権利の一部を移転しないときを含む。）について準用する。
④　買主の権利の期間制限
（１）現行民法の論点
　　　　　　現行民法においては、上述③の売主の担保責任、買主の代金減額請求権・解除権・損害賠償請求権に関して学説上及び判例上、現行民法第570条・564条・564条3項における期間の定めについて争いがあった。
ⅰ.　除斥期間とする説
　　　　　　通説は、本状の期間を除斥期間と解し、この期間内に裁判上または裁判外の権利行使があれば、その結果生ずる請求権（例として、解除による原状回復請求権）は、その行使の時より時効が進行しはじめ、本条の期間後も一般の消滅時効にかかるまで存続するとする。しかし、それでは、法律関係にはやく決着をつけようとする本条の意図に反することになるので、解除権行使の結果発生する返還請求権も本条の除斥期間に服し、この期間内に訴えの提起をなすべしという有力説がある。
ⅱ.　消滅時効と解する説
　　　　　　　除斥期間と解するときは、時効の中断が認められず、権利者にとって酷であるところから、本条の一年の期間は、解除権行使後の原状回復請求権および他の請求権の消滅時効であるとする。
ⅲ.　判例

　　　　　　  現行民法第566条3項に関してではあるが除斥期間であると解しつつ、損害賠償請求権を保全するには右期間内に担保責任を問う意思を裁判外で明確に告げれば足り、裁判上の権利行使をすることまで要しない、とする
。　
（２）改正の趣旨
　　　　　 上述から民法改正の趣旨は、
　ⅰ.　特別の期間制限を維持する方向であること
ⅱ.　瑕疵担保責任が売主に帰責事由がない場合にも妥当する特別ルールであり、一般の債務不履行責任に編入されないこと
ⅲ.　権利の全部又は一部の移転不能は、売主の債務不履行と捉え、その担保責任の期間制限も、一般の消滅時効ルールによるとすること
　があげられる。　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）改正民法案
　（目的物の種類又は品質に関する担保責任の期間の制限）
第566条
売主が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない目的物を買主に引き渡した場合において、買主がその不適合を知った時から一年以内にその旨を売主に通知しないときは、買主は、その不適合を理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。ただし、売主が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りではない。　　　　　　とされた。
　　　　　　　
5 権利を取得することができない等の場合の買主による代金の支払の拒絶
（１）現行民法の論点
売買においては、通常、買主は同時履行の抗弁権
を有するが、買主の同時履行の抗弁権が行使できないにもかかわらず、買主に代金の支払を強制するのが相当でない場合が考えられるので、現行民法第576条及び第577条とともに、とくに買主に代金支払いの拒絶権（抗弁権）を認めたものである。
したがって、支払拒絶権は代金前払の特約のある場合や、すでに目的物を受領している場合にも行使することができる。しかし、それは売主の代金請求に対する抗弁権であるから、その請求をまってはじめて行使することができるにすぎない
という問題があった
。
（２）改正の趣旨
　　　 上述から民法改正の趣旨は、現行民法第576条につき、売買の目的物が他人の物で、真の所有者が買主に対して権利主張してきたとき
が典型であるが、買主としては代金を支払ってから売主の責任を追及するといった買主に不利な規定となっているため、買主がすでに取得した権利を失うおそれがある場合に加え、買主の権利の取得に「それを取得することができないおそれがあるとき」にも適用されることになった。
また、現行民法第577条につき、当事者が抵当権等の存在を考慮して代金額を決定していたときは、抵当権の消滅請求の機会を与える必要がないため、代金拒絶権を付与する必要がないことがあげられる。　
（３）改正民法案
（権利を取得することができない等のおそれがある場合の買主による代金の支払の拒絶）
第576条
売買の目的について権利を主張する者があることその他の事由により、買主がその買い受けた権利の全部若しくは一部を取得することができず、又は失うおそれがあるときは、買主はその危険の程度に応じて、代金の全部又は一部の支払を拒むことができる。ただし、売主が相当の担保を供したときは、この限りでない。
（抵当権等の登記がある場合の買主による代金の支払の拒絶）
第577条
買い受けた不動産について契約の内容に適合しない抵当権の登記があるときは、買主は、抵当権消滅請求の手続きが終わるまで、その代金の支払を拒むことができる。この場合において、売主は、買主に対し、遅滞なく抵当権消滅請求をすべき旨を請求することができる。
2項　前項の規定は、買い受けた不動産について契約の内容に適合しない先取特権又は質権の登記がある場合について準用する。　　　　　とされた。
⑥ 目的物の滅失等についての危険の移転
（１）現行民法の論点
　　　　売買は、双務契約であるため、それぞれの債務が互いに対価関係にあるので、一方の債務が債務者の責めに帰することのできない理由で滅失又は損傷した場合に、他方の債務をどうするかというのが危険負担の問題である。たとえば、家屋の売買契約が締結され、まだ引渡しが終わっていない間に、隣家の失火により類焼してしまったという場合に、買主はそれでも代金を支払わなければならないかという問題である。もし売主の失火ならば、売主の責めに帰せられる理由による履行不能として、買主は損害賠償を請求すればよい。しかし、損失（危険）を売主・買主のどちらが負担するかが問題となっていた
。
（２）改正の趣旨
現行民法においては、家屋売買のような特定物に関する物権の設定又は移転を目的とする契約では、債務者の帰責事由によらない目的物の滅失又は損傷に関する危険負担の債権者主義を定めていた
。これは、契約と同時に目的物の滅失又は損傷の危険が債権者に移転するとされてきた。しかし、これは取引の常識に適さず、公平に反するという批判が強く、特約によって排除されているケースが多かった。学説も、現行民法第534条の適用を目的物の引渡し後に制限するなどの解釈をしていた。
（３）改正民法案
（目的物の滅失等についての危険の移転）
第567条
　　　　　売主が買主に目的物（売買の目的として特定したものに限る。以下この条において同じ。）を引渡した場合において、その引渡しがあった時以後にその目的物が当事者双方の責めに帰することのできない事由によって滅失し、又は損傷したときは、買主は、その滅失又は損傷を理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。この場合において買主は、代金の支払いを拒むことはできない。
2項　売主が契約の内容に適合する目的物をもって、その引渡しの債務の履行を提供したにもかかわらず、買主がその履行を受けることを拒み、又は受けることのできない場合において、その履行の提供以後に当事者双方の責めに帰することができない事由によってその目的物が滅失し、又は損傷したときも、前項と同様とする。
3. 税理士業務・中小企業の実務に与える影響
1 不動産の売買契約を解除されたことにより授受する違約金
　　　 不動産の売買契約を締結するにあたり、その契約の履行を確保するために手付金が買主から売主に手渡されることが一般的に行われている。
　この手付金の授受が行われた場合において、「その相手方が契約の履行に着手する前（改正民法案第557条1項）」であれば、手付金を支払った者はこれを放棄してその売買契約を解除することができ、他方手付金の支払いを受けた者は「倍額を現実に提供して（改正民法案第557条1項）」売買契約を解除することができる。
　この場合、不動産の売買業者等であればその業務に関して受領する手付金は、事業所得等の収入金額に算入される。また、事業者でない者が受領する手付金は一時所得となる
。
　改正民法案において、その相手方が契約の履行に着手する前、倍額を現実に提供して（下線・筆者）と明確にされたことから、税務上の収益判断時期は慎重にすべきこととなるため、専門家としての判断が重要となってくる。
② 売買における所得の発生時期
我々税理士にとって、収益帰属年度は実務的に悩ましい問題である。この点、金子宏教授は、「所得の発生の時点については、所得税法の場合と同様に、所得の実現の時点を基礎とすべきであり、原則として、財貨の移転や役務の提供などによって債権が確定した時に収益が発生する
と解すべきであろう。
」と述べておられる。　
不動産売買における収益については、原則所有権移転の時とされている。ただし、契約効力発生の日とすることも認められている
。この点、有利不利によって判定することも多々あると考えられる。しかしながら、あくまで原則所有権移転の時において、債権が確定するのであるから安易に契約効力発生の日を採用できないといえる
。
民法の売買は双務契約・諾成契約であるから、両当事者の合意によって効力が生じることに鑑みても、契約効力発生の日において債権・債務が生じることになる。この点、上述2.②（３）において、「売主は、買主に対し、登記～略～　対抗要件を備えさせる義務を負う」「他人の権利～略～義務を負う」（下線・筆者）とされた改正案は、今後、租税法における権利確定主義の解釈について専門家として十分考慮しておくべきであろう。
所得税法においては、譲渡所得が長期になるか短期になるかにより、また、法人税法においては、欠損金の有無等において税額に大きな差異が生じる。
この点、通達に頼ることなく専門家としての判断が重要となってくる。
③　売買か交換か
売買（上述1.①参照）は、
　ⅰ.　財産権を相手方に移転すること
　ⅱ.　その代金を約すること（下線・筆者）
　  である。つまり、財産権の対価は、あくまで代金（財貨）であり物ではないことに注意が必要である。
「交換は、当事者が互いに金銭の所有権以外の財産権を移転することを約することによって、その効力を生ずる
。」（下線・筆者）とされている。
　　　不動産の譲渡につき、金子宏教授は、「ある土地を移転し、その相手方から代わりに別の土地を取得した場合に、２つの売買契約が存在したのか、１個の交換契約が存在したのか、事実認定のいかんによって税負担が異なりうるため、この点をめぐって争いが生ずることが少なくない。
」と述べられている。
岩瀬事件
を例として挙げる。納税者甲は、甲所有の土地（7億円）と乙所有の土地（4億円）との間で行った、土地の契約につき、課税上有利な２つの土地売買契約とその代金の相殺とを行ったとして申告した。これに対し課税庁がこれを１つの土地交換契約であるとして行った課税処分をした。東京高裁は、「いわゆる租税法律主義の下においては、法律の根拠なしに、当事者の選択した法形式を通常用いられる法形式に引き直し、それに対応する課税要件が充足されたものとして取り扱う権限が課税庁に認められているものではないから、本件譲渡資産及び本件取得資産の各別の売買契約とその各売買代金の相殺という法形式を採用して行われた本件取引を、本件譲渡資産と本件取得資産との補足金付交換契約という法形式に引き直して、この法形式に対応した課税処分を行うことが許されないことは明らかである。」と判示している。
本件は、補足金付交換契約ではあるが、税務上有利な２つの売買契約としてなされた取引が課税上認められたという有名な事案である。
この事案につき、民法の原則にたち今村隆教授は、「売買契約が交換契約と異なるのは、対価的意義を有する当事者双方の給付のうち、一方の給付が代金の支払、すなわち金銭的価値に注目した金銭所有権の移転である点に尽きるのであるから、この場合の契約解釈にあたっては、当事者がいかなる給付的に対価的意義を認めていたかが重視されるべきである
。」と述べられており、あくまで売買は財産権と代金、交換は金銭の所有権以外の財産権であるとしている。
以上の点から、専門家として交換契約であっても、売買契約として税務申告をした方が有利であると安易に判断することは大変なリスクを伴うことである。租税法分野においてのみ解釈をしがちであるが、民法の原則に立ち返った解釈も重要であるといえる。
　
　４．関与先へのアナウンスのポイント
①　売買契約の重要性
　売買契約は、諾成契約であるため口頭でも成立し得るが、収益若しくは経費の計上にあたり、税務申告に耐えうるような契約書等の証憑の整備について、日常取引の場面で十分説明しておく必要がある。
　②　手付に関わる税務
売買契約が成立した後に発生する手付放棄又は倍額償還による契約解除をする事案について、それぞれの時期を明確にするための証憑等の整備が重要である。
　③　売主の義務
売買契約において、売主として「売主は、買主に対し、登記、登録その他の売買の目的である権利の移転についての対抗要件を備えさせる義務を負う。」とされたことから、関与先が売主側である場合には、履行義務がある旨を説明しておく必要がある。
　④　買主の権利
売買契約において、関与先が買主側である場合には、売買の目的物が契約の趣旨に適合しない（数量不足、品質の相違等）場合には、完全履行請求権、損害賠償請求権等があることをアドバイスしておく必要がある。加えて、請求可能な期間が、買主がその不適合等を知った時から一年以内であることを説明しておく必要がある。
　⑤　危険負担
両当事者間の帰責事由によらない事態について、目的物の引渡主義とされたため、買主が目的物を受領した際には損害賠償請求権等がない旨を説明しておく必要がある。
　以上のように民法改正案において売買は、我々税理士・関与先にとっても重要な項目である。専門家として十分に理解し、関与先へのアドバイスを怠ることのないようにしておくことが求められる。　
� 「民法改正のポイント・債務不履行による損害賠償」和泉彰宏氏著　　頁～　　頁参照


� 「民法改正のポイント・消滅時効」松本重明氏著　　頁～　　頁参照


� 現行民法第557条1項


�　大判大3・12・8　民録二〇輯一〇五八頁


�  最判平6・3・22　民集四八巻三号八五九頁


�　最大判昭40・11・24　民集一九巻八号二〇一九頁


�　前掲注ⅵ


�  遠藤浩編　「別冊法学セミナー　基本法コンメンタール債権各論Ⅰ契約」95～96頁　　（日本評論社）


� 現行民法第573条から第578条


� 現行民法第560条


�　前掲注ⅷ　102頁


� 現行民法第415条


�  内田貴　「民法Ⅱ　債権各論」123～125頁　（東京大学出版会）


�  最判平4・10・20　民集四六巻七号一一二九頁


�　前掲注ⅷ　105頁、前掲注⑬　39～141頁参照


�　松尾弘　月刊税理2014.7　142～143頁　　（ぎょうせい）


�　現行民法第533条


�　大判明37・4・23　民輯一〇巻五二五頁


�　前掲注ⅷ　116頁


�　現行民法第561条


�　金子宏他編集　法律学小事典第４版178頁　（有斐閣）


�　現行民法第534条


�　所基通34-1（8）


� 最判平5・11・25　民集四七巻九号五二七八頁（大竹貿易事件）


�  金子宏　「租税法　第20版」322頁　（弘文堂）


�  所基通36-12、法基通2-1-14


�  引渡の日＝現実の支配の移転の日とした例として、東京高判平10・7・1　税資二三七号一頁、東京地判平9・10・27　行裁例集四八巻一〇号七七八頁、東京地判平26・1・27がある。


�　現行民法第586条1項


�　前掲注㉕　238頁


�　東京高判平11・6・21　月報四七巻一号一八四頁


�  今村隆　税理42巻14号　214頁　　（ぎょうせい）
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